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2006.01.25

「防災とＧＩＳについて」

京都大学防災研究所

林 春男
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被害抑止

被害軽減

（制御）

災害予知
予測

危機対応

災害対応

被害

地域の防災力

（脆弱性）
ハザード

素因
（人間側の原因）

誘因
（自然側の原因）

地域の防災力の向上 ハザードについての理解

災
害

防災のビジネスモデル

2006.01.25

防災のビジネスモデル

• 防災の目的
– 被害を出さないこと、最小限にとどめること（被
害抑止）

– 万が一、でてしまった被害に対して効果的な災害
対応を可能にすること（被害軽減）

• 災害は２つに原因で決まる
– ハザード：自然の側の原因（きっかけ）

– 地域の防災力（脆弱性）：人間の側の原因

• 防災の戦略
– ハザードについての理解の深化：予知・予測

– 地域の防災力の向上：被害抑止・被害軽減

• 継続的な試み
– 過去の災害の教訓から学ぶ

2006.01.25

防災とは

１．ハザードの理解の深化
自然災害ではハザードを制御できない

予知･予測の重要性

人為災害ではハザードを制御可能なものもある

２．地域の防災力の向上
被害抑止力の向上（災害への抵抗力の向上）

被害を出さないための備え

被害軽減力の向上（災害からの回復力の向上）

被害を最小限にとどめるための備え

2006.01.25
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出典：日本の地震活動<追補版

日本列島とその周辺の主な被害地震の震源域
（１８８５年～１９９５年、深さ１００ｋｍ以浅）

2006.01.25

日本に起きる地震の特徴

• 陸で起きる地震よりも、海で起きる地震
のほうが、数が多い

• 陸で起きる地震よりも、海で起きる地震
のほうが、規模も大きい（=マグニチュー
ド）

• 日本海側よりも太平洋側に地震が多い

• 西日本よりも北日本に地震が多い

• なぜ、こうした特徴があるのか？

2006.01.25

出典：日本の地震活動<追補版
＞日本列島と

その周辺の地形

2006.01.25

防災とは

１．ハザードの理解の深化
ハザードを制御できない「天変地異はとめられない」

予知･予測の重要性

２．社会の防災力の向上
被害抑止力の向上（災害への抵抗力の向上）

被害軽減力の向上（災害からの回復力の向上）

2006.01.25

被害抑止と被害軽減

構造物による対処

ある程度の被害 激甚な被害無被害

発
生
確
率

被害抑止 被害軽減

情報による対処
（システム・運用）

ハザードの強さ

Preparedness

防災の限界

Mitigation

巨大災害巨大災害巨大災害

Catastrophic DisasterCatastrophic Disaster

被害抑止限界

2006.01.25

１

１０

１０２

１０４

１０３

再現周期と防災手法

南海地震

兵庫県南部地震

三宅島雄山噴火

アエラ火山噴火

東海水害

時間雨量50mm
側溝 1/2

下水本管 1/5

瀬戸大橋 1/100
淀川堤防 1/200

個人住宅 1/30

ハザード理解

被害抑止

被害軽減
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防災力を高める2つの戦略
被害抑止力の向上（災害に対する抵抗力）

「問題を起こさない」

被害を出さないためのハザードごとの備え

（Mitigation)

被害軽減力の向上（災害からの回復力）

「被害が出ても，大きくせず、はやく修復する」

被害を最小限に止めるための備えための一元的な備え
（Preparedness）

2種類とも「備え」
「災害時には普段やっていることしかできない」

どちらも事前に準備しておかなければならない

2006.01.25

Disaster Impact
災害発生

被害軽減
Preparedness

応急対応
Response

被害抑止
Mitigation

復旧・復興
Recovery

Disaster Management Cycle：防災サイクル

Risk Transference(転嫁)
Risk Acceptance（受容）

Risk Avoidance（回避）
Risk Reduction（軽減）

いのちを守る
社会のフローの回復

社会のストックの再建
都市再建
経済再建
生活再建

ハザードマップ作成
Hazard Maps

GISによる災害対応支援
Intervention GIS

2006.01.25 2006.01.25

Kyoto City Multi-Hazard Map Project

First Prize
Over All

First Prize
Best Map Series/Atlas－Press Copy

MAP GALLERY
2005 ESRI USER CONFERENCE

2006.01.25

防災マップの役割

自助と共助を公助と結びつける

●災害像の違い
●避難方法の違い
●それぞれの備えと知識

●被害の予測
●避難の対応
●備えの根拠
●土地利用の誘導

地震災害

地盤災害水災害

マルチハザードマップ

2006.01.25

出発点

• 洪水ハザードマップの存在
– 国土交通省 「宇治川」「桂川」

– 京都府 ｛鴨川・高野川」
– 京都市内には40以上の川がある

• 地盤災害ハザードマップの存在
– 京都府

• 地震ハザードマップの存在
– 京都市第3次地震被害想定結果
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市民

消防団
水防団
自治会

自主防災会

行政

通勤者
通学者

観光客
入り込み客

市民

消防団・水防団
自治会

自主防災会

行政

通勤者
通学者

観光客
入り込み客

防災マップ

表現技術

デザイン表現媒体

表現技術

デザイン表現媒体

災害像

シミュレー
ション

既往災害

災害対策

被害抑止

被害軽減

災害像
の提示

シミュレー
ション

既往災害

災害対策
の紹介

被害抑止

被害軽減

多様な利用者が持つ
情報ニーズを満たす

専門家が責任を持つ
適切な内容

わかりやすく・美しい地図

京都市防災マップがめざしたもの

2006.01.25

京都市防災マップ

●３分版（全市版／各区版／冊子版）

全市版
（０４年９月１日配布）

想定される災害
・浸水深
・土石流
・震度分布
・液状化分布

各区版
（０５年２月配布）

各区の避難所
避難の心得

冊子版
（０５年２月配布）

発災の過程
メカニズム
過去の記録など

2006.01.25

全市版

●市民新聞（タブロイド版）に折込
●タブロイド版見開き

洪水、土砂災害について全体を知る
●タブロイド版（２P)

地震・・・海溝型地震
地震・・・内陸型地震

2006.01.25

2006.01.25 2006.01.25
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各区版

●各区面積は違うが縮尺1/3万に統一

●区別に内容を調整（被害想定が違う）

2006.01.25

各区版／地震編

2006.01.25

各区版／水災害編

2006.01.25

冊子版

●全市版、各区版の再編集版
●A4版、フチなしマップ(約１/１０万）タトウケース収納

１．京都を知る
１－１地震編
１－２水災害編
１－３いざというときに身を守る情報

２．地域を知る
各区別マップ+市内中心部版追加

●あらためて水災害について説明
京都主要河川（水系）
市内を流れる河川（中小河川）
水災害と避難について知っておきたいこと

2006.01.25 2006.01.25
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Flooding

2006.01.25

•発生日：2004/7/13

•破堤箇所数：11箇所

•人的被害
•死者：15人
•重軽傷者：2人

•住家被害
•全壊：30棟
•半壊：111棟
•一部損壊：96棟
•床上浸水：7,288棟
•床下浸水：6,122棟

•非住家被害
•公共建物：54棟
•河川：982箇所

•道路：268箇所

•橋梁：3箇所

－ 7.13新潟豪雨災害概要 －

2006.01.25

新潟日報2004年7月15日

2006.01.25

年齢 頻度
35 37
40 42
45
50
55
60 63
65
70 72,72,72
75 75,76,76,78,78
80 82,82
85 85,88

15名の犠牲者のうち12名が高齢者

前期高齢者

後期高齢者

2006.01.25

文部科学省突発災害調査
目的

• なぜ高齢者だけに犠牲者が集中したのか、そ
の発生要因を実証的に明らかにすることを目
的とする

• 本研究では、この15名の人だけが犠牲者に
なったのかを規定する物理的・社会的・個人
的要因の特性を多角的に調査し、その過程を
GIS上で情報統合することを通して、重要な
規定因の同定（プロファイリング）を行う。

2006.01.25

個人

字

市町村

ハザード

個人属性

地域属性

地域属性

ハザード
属性

地域属性 都道府県

個人

字

市町村

ハザード

個人属性

地域属性

地域属性

ハザード
属性

地域属性 都道府県

GISによる情報統合

• 人的被害が発生した場所を対象

• 犠牲者発生地区に居住し、今回の
水害を生き延びた高齢者へのイン
タビューを中心にして、関連情報を
収集

• 最終的に、GISを基盤として、一元

的なデータベース化

１）物理的な浸水状況の再現

２）地域のくらしの再現

３）そのときの行動の再現
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氏　名 年　齢 発見日 発見時間 発見状況 住　所 職　業

1 今井　喜八郎 83 13 午後1時頃
裏山から崩れた土砂と自宅の間に埋まっているのを帰宅した長
男が発見した。今井さんは約一時間半後に掘り出されたが、窒
息で死亡した。

栃尾市北荷頃 農業

2 南波　久恵 72 13 午後2時半前

自宅裏山から崩れた土砂に巻き込まれ、発生から3時間以上
たって発見。傾斜は緩いが、急な豪雨で崩れた土砂や木が南
波さん方を一気に襲った。木造二階建ての家は傾き、原形をと
どめないほど。発見から約四時間半後に脳挫傷で死亡。

三島出雲崎町中山 無職

3 堀内マツ 75 14 午前五時半前 水死。 三条市曲渕 無職

4 浅野キクエ 72 14 午前7時半前
外に逃げ出したところ、濁流にのまれ、歩道の手すりで掛かった
姿で見つかった。

南蒲中之島町 無職

5 佐藤　石太郎 78 不明 不明
足が不自由で寝たきりだった。１階ベッドで寝ていた石太郎を妻
が２階に抱え揚げようとしたが、間に合わなかった。

三条市南新保六 不明

6 菅原　フミ 76 14 不明 2階に上がる階段にもたれ掛かっていた。 三条市条南町 不明

7 清川　キクノ 72 15 午前9時半すぎ
13日、畑に出たまま行方不明。東浦津川町三郷の音無川の河
原で、津川署、地元消防団などの捜索隊によって遺体で発見さ
れた。

東浦津川町栄山甲 農業

8 佐藤　清 72 15 午前9時頃
作業所入り口付近で死亡しているのが発見された。三条署の調
べでは、死因は水死。

三条市南新保 木工場経営

9 古川　ミヨ 87 15 午後0時半すぎ
アパート１階の居間でうつ伏せで亡くなっているのを訪問した
ホームヘルパー男性が発見。

三条市南四日町一 無職

10 本間　一栄 78 15 午後1時半すぎ
全壊した自宅２階から遺体で発見された。本間さんは１３日から
行方不明だった。

中之島町中之島 無職

11 村越　藤松 76 15 午後5時半すぎ 隣家との境のがれきの下から遺体で見つかった。 中之島町中之島 無職

12 伊藤　静江 84 15 午後6時前 自宅居間で水死しているのを訪ねた息子（49）が発見した。 三条市南新保 無職

13 飯田　貞雄 63 17 午前
水田で発見。県警ﾍﾘによって発見。13日に三条市に仕事で来て
いて行方不明になっていた。三条署の調べでは水死だった。

長岡市今朝白二 会社員

14 辻浦　和夫 37 17 午前
水田で発見。県警ﾍﾘによって発見。14日に三条市に仕事で来て
いて行方不明になっていた。三条署の調べでは水死だった。

中浦亀田町中島三 会社員

15 江川　貴子 42 18 午前10時前
用水路で遺体が発見された。三条市の調べでは、江川さんは13
日自宅から避難した後、連絡が取れなくなっており、水害で水死
したとみられる。

三条市曲渕二 主婦

（財）市民防災研究所

犠牲者情報

各種報道

新潟県HP

新潟県警

2006.01.25

死者発生市町村

2006.01.25

死亡原因

2006.01.25

調査対象とする
市町と水系

2006.01.25

三条地域消防組合による情報

三条市・死者

氏名 住所 生年月日 自治会長氏名電話番号 住所

佐藤石太郎 三条市南新保６番５０ 955-0862 大正15年2月6日 伊藤得三 0256-33-2597 ７番３０

堀内マツ 三条市曲渕３丁目２５番４２号 955-0864 大正14年9月18日 水野一平 0256-35-3215 ２０番３０

菅原フミ 三条市条南町１７番８号 955-0843 昭和2年10月24日 坂井昇作 0256-33-2229 ２１番２

佐藤　清 三条市南四日町１丁目１９番１８号 955-0852 昭和7年10月21日 今井正男 0256-33-2139 ９番７

古川ミヨ 三条市南四日町１丁目１８番１７号田中荘 大正5年10月11日

伊藤静江 三条市南新保７番２８号 大正8年11月22日

江川貴子 三条市大字月岡５５番地 昭和37年1月5日

中之島町死者

浅野キクエ 中之島４７６ 昭和3年7月20日

村越藤松 中之島６８１ 昭和3年2月25日

本間一栄 中之島４７１－１ 大正14年7月22日

2006.01.25

中之島町での調査対象地
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南四日市町 曲渕

条南町 南新保 新保

三条市内で調査対象とした地域

2006.01.25

パターン１ パターン２ パターン３

中ノ島町
三条市嵐南信越本線東
側

三条市嵐南信越本線西
側

3m以上の浸水深を持ち
家屋倒壊させるような氾
濫

1.5m程度の浸水深を持
ち、流速が早い。しかし、
家屋を倒壊させるほどの
威力はない。

1.5m程度の浸水深を持
ち、流速も遅くなる。破提
から1.5時間ほどしてから
急速に浸水する。

・全員が倒壊した屋内で
被災

・全員が屋外で被災、
・指定された避難所への
移動中が2名

・全員が自室で死亡、
・全員が歩行に障害を持
つ、
・全員がその場に介助で
きる人が存在せず

35 37
40 42
45
50
55
60 63
65
70 72
75 75,76,78 78 76,78
70
85 85,88

年齢

パターン

地域

ハザード
の状況

被災の状況

赤字は女性、黒字は男性

「高齢者が犠牲になる」は妥当な結論か？

2006.01.25

グループ１

2006.01.25

2006.01.25 2006.01.25

箇所 幅 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

能代川 左岸 40 村松町 下大蒲原 9:00頃

五十嵐川 左岸 117 三条市 諏訪（曲渕） 13:07頃
左岸 6 13:00頃
右岸 6 13:00頃
左岸 50 中之島町 中之島 13:00頃
右岸 42 明晶町 14:20頃
左岸 70 河野町 14:20頃
左岸 30 宮之原町 （時刻は未確認）
左岸 102 13:00頃
右岸 50 13:00頃

猿橋川 左岸 14 長岡市 富島町 9:15頃

見附市

中之島川

河川名 市町 地区

見附市

中之島町

刈谷田川

稚児清水川

出典：北陸地方整備局河川部・新潟県土木部河川管理課編『平成16年7月新潟・福島豪雨河川災害速報』

7月13日

下沼新田

池之島町

破堤

7.13水害による各河川の破堤時刻
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破堤直後の様子(後で数日後の様子があります) （中ノ島町・室橋嘉一氏撮影）

2006.01.25

救助される人（母親は後日遺体で発見されています。)
（中ノ島町・室橋嘉一氏撮影）

2006.01.25

1階が崩れた家
（中ノ島町・室橋嘉一氏撮影）

2006.01.25

女７５・健常
13日１３３０頃
14日０７２０頃
娘と在宅時に堤防
が決壊し家屋が
倒壊し溺水
自宅から約３５０
ｍ離れた歩道上
で発見

男７８・健常
13日１３００頃
13日１３46頃
自宅2階に避難して
いたが、堤防の決
壊により自宅が倒
壊、水没のため溺
水、自宅屋内で発
見

男７６・健常（聴力
低下傾向）
13日１３００頃
1５日１７３８頃
自宅に在宅中、堤
防の決壊により自
宅が倒壊し溺水
自宅家屋内で発見

１）木造住宅が倒壊するほどの3mを超す浸水

２）倒壊した自宅での被災
３）健常な後期高齢者

2006.01.25

グループ２グループ３

2006.01.25

グループ２
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2006.01.25

グループ２

2006.01.25

グループ２

2006.01.25

グループ２

2006.01.25

グループ２

2006.01.25

女７８・杖歩行
13日１７００頃
1３日２１１０頃
孫と自宅にいて床
上浸水、避難所に
向かおうとして、急
な浸水のため溺水
自宅から約１２０ｍ
離れた地点

男７２・健常
1３日１３３０頃
1５日０９３０頃
経営する工場内に
一人で避難したが、
急な浸水のため溺
水、工場は南新保

男３７・健常
13日１５００頃
1７日０９５８頃
月岡地内で仕事中
に完遂し、トラック
の荷台に避難した
が水に流され溺水
新保市内の水田

男６３・健常
13日１５００頃
1７日１０３７頃
東新保地内の会社
に車で向かう途中
冠水のため車を手
前に置き歩行中に
溺水
東新保市内の水田

女４２・健常
1３日午後
1８日０９５０頃
徒歩で自宅から避
難所に行く途中、
堤防の結果による
濁流に流され溺水、
自宅から焼く９０ｍ
離れた用水路内

１）1.5m～2mの浸水

２）屋外で犠牲
３）避難所に向かう途中で2名死亡

４）高齢者でない全死亡例

2006.01.25

消防による救助活動

凡例

活動支援拠点

ICS_Name

ÑÒ 現場活動基地

ÑÓ 宿営地

Úð 現場指揮所

ÑÜ 集結拠点

消防活動区域
区域

A

B

C
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2006.01.25

グループ３

2006.01.25

グループ3

2006.01.25

グループ３

2006.01.25

男７７・寝たきり
13日１７００頃
1３日２１１０頃
自宅で寝たきり療
養中、床上１２０ｃ
ｍの浸水、妻が助
けようとしたが溺水
浸水した自宅１階
の水中

女７６・要介護独居
13日２０００頃
1４日０９００頃
急激な床上浸水か
ら慌てて２階に避
難しようとして転倒
する等し溺水
浸水した自宅１階
の水中

女８７・杖歩行独居
13日午後
1５日１２４０頃
屋内の床上１３０
ｃっまで浸水の痕
跡あり、避難できず
に屋内にいたとこ
ろ急激な浸水のた
め溺水
浸水した自宅台所
と居間の間

女８４・要介護独居
13日午後
1５日１７４５頃
屋内の床上１１０
ｃっまで浸水の痕
跡あり、避難できず
に屋内にいたとこ
ろ急激な浸水のた
め溺水
浸水した自宅居間

１）1.5m程度の浸水、2～3時間の余裕

２）自室で死亡
３）後期高齢者
４）歩行障害あり
５）その場に介助者不在

2006.01.25

パターン１ パターン２ パターン３

中ノ島町
三条市嵐南信越本線東
側

三条市嵐南信越本線西
側

3m以上の浸水深を持ち
家屋倒壊させるような氾
濫

1.5m程度の浸水深を持
ち、流速が早い。しかし、
家屋を倒壊させるほどの
威力はない。

1.5m程度の浸水深を持
ち、流速も遅くなる。破提
から1.5時間ほどしてから
急速に浸水する。

・全員が倒壊した屋内で
被災

・全員が屋外で被災、
・指定された避難所への
移動中が2名

・全員が自室で死亡、
・全員が歩行に障害を持
つ、
・全員がその場に介助で
きる人が存在せず

35 37
40 42
45
50
55
60 63
65
70 72
75 75,76,78 78 76,78
70
85 85,88

年齢

パターン

地域

ハザード
の状況

被災の状況

赤字は女性、黒字は男性

「高齢者が犠牲になる」は妥当な結論か？

2006.01.25

風水害

河川水位

国交省
都道府県

雨量

気象庁
地方気象台

直接
見聞

地方行政

マスコミ

避難者

介助者 屋内退避

避難所
への移動

福祉事業者

福祉

血縁

地縁

公助

共助

予警報
数値基準

ハザード
マップ

住民：自助原則 避難

+ +

観測

リスクコミュニ
ケーション

災害理解
何が起きるか
何をすべきか

地域資源

要介護者

防災 ケアマネジャー
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2006.01.25

Disaster Impact
災害発生

被害軽減
Preparedness

応急対応
Response

被害抑止
Mitigation

復旧・復興
Recovery

Disaster Management Cycle：防災サイクル

Risk Transference(転嫁)
Risk Acceptance（受容）

Risk Avoidance（回避）
Risk Reduction（軽減）

いのちを守る
社会のフローの回復

社会のストックの再建
都市再建
経済再建
生活再建

ハザードマップ作成
Hazard Maps

GISによる災害対応支援
Intervention GIS

2006.01.25

即時提供

Base Map

提供される
地図

提供される
データ

事前の
航空写真

事後の
航空写真 Real time

共有化

順次地図化

目的に応じて
Layer編集

Web GIS Clearing House

2006.01.25

新潟県中越地震
GISを核にした災害対応支援

2006.01.25

防災GISがはたす２つの役割

• 状況認識の共有：Web GISによる情報共有
– 「新潟県中越地震復旧復興GISプロジェクト」

– さまざまな防災機関が提供する信頼できる情報を：
防災関係機関の協力

– 迅速に（できればリアルタイムで）：データ作成ス
ピード

– 一元的に発信する：ポータルサイト
– 利用者は必要なものだけ利用：Web GIS

• 新らしく発生する業務の支援:罹災者台帳の作成

– 「新潟県中越地震小千谷市支援グループ」

– 総合的な被災者対応の実現

– 業務の合理化による事務量の軽減

2006.01.25

新潟県中越地震復旧・復興
ＧＩＳプロジェクト

１）ＷＥＢ上に被災地のデジタルマップを基図と
したＧＩＳを構築し、災害関連情報を関係機関
より集約。

２）諸機関からの情報については、現地情報セン
ター常駐職員が一元的にＧＩＳ上に蓄積。

３）掲載対象とする情報
①イコノスによる衛星画像
②道路通行可能状況
③土砂災害危険箇所
④電気・ガス・水道・

電話復旧状況
⑤住民避難状況 等

現地情報
センター

ボランティア

団体

中越地震
復興ＧＩＳ

（ＷＥＢサイト）

市町村

マスコミ

住民

新潟県

ライフライン
関連企業

国土交通省

道路通行止め
土砂災害状況

ライフライン
復旧状況

対策本部
発表情報

住民避難状況
要支援地域情報

その他情報

集約

ＧＩＳ構築イメージ図

2006.01.25

http://chuetsu-gis.nagaoka-id.ac.jp
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2006.01.25

プロジェクトサイトの特徴

• 地形図と精緻な衛星画像を背景としたGIS
上に多様な機関の情報を一元集約

• 道路の通行止めや住民の避難状況、ボラ
ンティアセンターなどの最新情報を毎日
更新

• 災害対応、ボランティア支援などに不可
欠な災害の全体像を提供

• 精細な衛星画像により、被災･復旧の状況
を確認

2006.01.25

民間レベル・被災者の生活に関する情報

当初の情報→被害状況の把握と現地
自治体のさまざまな活動に資する情報

2006.01.25

プロジェクト立ち上げ当初の2つの柱

2006.01.25

2006.01.25 2006.01.25

GISプロジェクトの意義

1. 国土交通省をはじめとして、主要な防災
関係機関が社会に対して自分たちが発信
すべき情報を責任もって提供してくれた
こと。

2. 測量会社やGIS関連の企業が”ALL Japan”
で支援していただけたこと。

3. GISのデータ入力に関して被災外で行い、

被災地には、労力の提供ではなく、「成
果」の活用をもとめたこと。
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2006.01.25

今後のプロジェクト推進に向けた課題

• データの精度とスピード

• 面的データの処理

• 現地の「紙もの」への需要

• 外部からの支援を徹底させるための情報
収集・伝達手法の開発

2006.01.25

応急電子地図作成協議会
のミッション

危機においてGISを利活用することが持つ
効果を人々に理解・周知させるために

どのような原因で発生する危機であれ、
現地からの要請を受けて、
被災地での応急電子地図の作成を通して、
効果的な危機対応の実現を
無償で支援する

2006.01.25

応急電子地図
作成協議会

応急電子地図
作成士委員会

技術士
測量士

GIS学会
会員等

人

ベンダー
委員会

ハードウェア
部会

ソフトウェア
部会

もの

電子地図
委員会

データ

スポンサー
委員会

金

現地
での
活動

現地
からの
要請

運営委員会
・事務局

現地
本部
（ICP）

2006.01.25

防災GISがはたす２つの役割

• 状況認識の共有：Web GISによる情報共有
– 「新潟県中越地震復旧復興GISプロジェクト」

– さまざまな防災機関が提供する信頼できる情報を：
防災関係機関の協力

– 迅速に（できればリアルタイムで）：データ作成ス
ピード

– 一元的に発信する：ポータルサイト
– 利用者は必要なものだけ利用：Web GIS

• 新らしく発生する業務の支援:罹災者台帳の作成

– 「新潟県中越地震小千谷市支援グループ」

– 総合的な被災者対応の実現

– 業務の合理化による事務量の軽減

2006.01.25

り災証明発行支援データベース

り災者台帳

全ての被災者対応についての「対応記録＜実施の有無＞・相談内容記録」（ログ）
を残すことが可能なシステムとする必要がある。

「り災台帳」に基づく被災者支援
１）義援金の配布（？？課）
２）災害援護資金貸付（？？課）
＜都市開発課＞
２）応急仮設住宅の入居＜参考データ＞
３）応急修理の認定
４）生活再建支援法の認定
＜市民生活課 ＞

５）瓦礫の運搬・処理
６）国民健康保険等の減免
＜税務課＞
７）り災証明の発行
８）税の減免
＜高齢福祉課＞
８）介護保険の減免
９）在宅支援高齢者の施設への一時入居
＜建設課＞
９）公営住宅家賃の減免
＜企画財政課？＞
１０）復興計画策定の基礎データ
その他

被災者相談センター（市民ホール）
での被災者対応用の端末として利用

2006.01.25
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2006.01.25

阪神淡路大震災と新潟県中越地震の違い
-被災者認定の根拠となった住宅被害の違い-

• 阪神淡路大震災： １：１
– 全半壊 ２５万棟 vs 一部損壊 ２５万棟

• 新潟県中越地震： １：９
– 小千谷市の例

半壊以上 1,343棟 vs 一部損壊 10,196棟

• だれを被災者と認定するか
– 一部損壊を被災者から除外してはいけない

2006.01.25

り災者台帳による効果的な生活再建
DATS：Damage Assessment Total Support system

人材訓練

調査実施

DB構築

り災証明発行

り災者台帳

・・・・・生活再建のための諸策

PTS：
Personnel Training 
Support

人材養成支援
IPS：
Inspection Process Support

調査合理化支援
DMS：
Data Management 
Support

データ管理支援

2006.01.25

人材訓練

調査実施

DB構築

り災証明発行

り災者台帳

・・・・・生活再建のための諸策

PTS: Personnel Training Support system

• り災証明発行の前提と
なる建物被害悉皆調査
のための調査員を短期
に養成する

• ＤＡＴＳ（Damage 
Assessment Training 
System）に基づく、

１）調査票の提供と

２）被害調査のトレー
ニング

2006.01.25

１次調査（倒壊建物判別）

２次調査（建物各部の被害判定）

３次調査（建物内部を含む詳細な
被害調査）

詳細度 時間

小

大

短

長

り災証明発行

外観目視調査
約２万棟

2,957棟
（１月末日現在）

16,668棟
（１月末日現在）

DATS
調査票

判定手順の標準化
被災度判定チャート
判定結果の数値化

非専門家へのトレーニング

建物被害認定過程

迅速性・公平性

被災者の納得

円滑なり災証明の発行

３次調査棟数の最小化による
災害対応事務の軽減

10/28ｰ11/15

11/21-

2006.01.25

判定基準の視覚化

判定ポイント，手順の標準化

判定根拠の数値化

PTS: 専門家でない職員を戦力にする

調査票の活用と訓練の実施

2006.01.25
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2006.01.25

まず、
被災度判定
チャート
を使用する

判断に迷ったら
判定チェック
シートを使用する

とくに屋根、壁、基礎に着目し
て被害なければ、
「無被害」

どこか潰れている階があれば、
「層破壊」

家が傾いているところが有れば、
「全壊」

基礎が向こう側が見えるくらい
割れていて、陥没や沈下がかく
にんできれば、
「全壊」

ここでの着目ポイントは壁と屋
根だけになります。
写真に写っている屋根の部分の
うち何％に被害があるのかを判
断してください。
壁についても同様です。

被害がある？

層破壊発生？

基礎が破壊している？

屋根・壁それぞれの損傷
度をチェックシートで点
数化し最終判断する
傾斜がない場合：①へ
傾斜がある場合：②へ

無被害

層破壊

全壊

一部損壊

有

無

発生

無

有（建物がゆがんでいる）

半壊

1 ～19点，もしくは何らかの被害があった場合

全壊
50点～

20～39点

大規模半壊
40～49点

傾斜の有無？
全壊

無

有

無半壊

1/20以上
（1mの下振りで5cm以上）

1/60～1/20未満
（1mの下振りで1.5～5cm未満）屋根・壁にも

損傷があり大規模半壊以上
（計40点以上）になる場合

スタート

判定の流れと視点の移し方（判定手順の標準化）

2006.01.25

－ 判定チェックシート －

（判定根拠の数値化）

屋
根

4棟や軒先にずれやはがれが著しく、葺材（瓦など）の一部に落
下が見られるもの

20％を超え30％以下

7棟や軒先にずれやはがれが著しく、葺材（瓦など）の落下が各
所にかなり見られるもの

30％を超え60％以下

12屋根全体の変形と葺材（瓦など）の落下が著しく見られるもの60％を超える

0被害は確認できない0％

1
棟や軒先にずれやはがれが見られるもの

0％を超え10％以下

210％を超え20％以下

損傷
点数

損傷の具体的様子
屋根として機能していな
い部分（損傷部分）の屋
根全体に対する割合）

21ひびわれや剥落がかなり見られるもの20％を超え30％以下

38ひびわれや剥落が著しく見られるもの30％を超え60％以下

68ひびわれや剥落が全面的に見られるもの60％を超える

0被害は確認できない0％

4
ひびわれや剥落が見られるもの

0％を超え10％以下

1310％を超え20％以下

損傷
点数

損傷の具体的様子
壁として機能していない
部分（損傷部分）の壁全
体に対する割合）

総合点を
算定する

総合点=
屋根＋壁壁

（
基
礎
被
害
は
壁
に
含
め
る
）

2006.01.25

家屋被害認定業務の支援活動 [新潟県小千谷市]
－Damage Assessment Training System (DATS)の導入－

• DATSの導入背景
– 市の方針として市内約2万

棟の悉皆調査の実施を決
定．

– 被害認定調査は小千谷市
税務課が担当．

– 家屋被害認定業務に関わ
るマニュアルなどの整備
が十分ではない．

– 基本的には税務課員で対
応。動員可能な人材も保
育士や県職員など．

– 税務課員のような非専門
家では内閣府による判定
方法を早急に理解するこ
とができない． 非専門家で対応せざるをえない状況が発生

2006.01.25

人材訓練

調査実施

DB構築

り災証明発行

り災者台帳

・・・・・生活再建のための諸策

IPS：Inspection Process Support

• Arc Padを使った調査結
果の現場でのデジタル
入力

• SEK-I（Self-
Evaluation Kit for 
Inspectors）を使った
建物の傾斜測定

2006.01.25

判定結果入力システム

今回の調査の大部分は紙の調査票に判定結果を記入する形で行われ今回の調査の大部分は紙の調査票に判定結果を記入する形で行われ
たが、入力時点でのデータ化を可能とするために（作業の効率化、エたが、入力時点でのデータ化を可能とするために（作業の効率化、エ
ラーの回避）、ラーの回避）、ArcPadArcPadをカスタマイズしトリンブル社より寄贈されをカスタマイズしトリンブル社より寄贈され
たたPDA/GPSPDA/GPSデバイスデバイス1010台使い調査現場でのデータ入力を行った。台使い調査現場でのデータ入力を行った。

2006.01.25

判定結果入力システム

調査員名を選択すると、現在地点にズームインする。評価対象物があ調査員名を選択すると、現在地点にズームインする。評価対象物があ
る地図上のポリゴンをクリックすると直ちにデータ入力が行える（居る地図上のポリゴンをクリックすると直ちにデータ入力が行える（居
住者名はポリゴンから自動的に吸い上げるので、入力する手間が省け住者名はポリゴンから自動的に吸い上げるので、入力する手間が省け
る）。る）。

ログインログイン 調査地点表示調査地点表示 家屋情報の表示家屋情報の表示
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2006.01.25

判定結果入力システム

判定のプロセスは紙ベースと全く同じで、内閣府が定めた基準を採用判定のプロセスは紙ベースと全く同じで、内閣府が定めた基準を採用
した。した。

被災度判定実施被災度判定実施

2006.01.25

判定結果入力システム

最終的な判定結果は全ての判定点数の合計が自動的に計算された上で最終的な判定結果は全ての判定点数の合計が自動的に計算された上で
データ化されるのでユーザエラーを回避できる。データ化されるのでユーザエラーを回避できる。

判定結果表示判定結果表示 ポイントとして登録ポイントとして登録 属性値として格納属性値として格納

2006.01.25

人材訓練

調査実施

DB構築

り災証明発行

被災者台帳

・・・・・生活再建のための諸策

DMS：Data Management Support

•• 罹災証明発行業務を罹災証明発行業務を
効率化し、一連の業効率化し、一連の業
務内容をデータベー務内容をデータベー
ス化する（業務内容ス化する（業務内容
の管理等）の管理等）

•• 罹災証明発行の基と罹災証明発行の基と
なっている被災度判なっている被災度判
定結果を分かりやす定結果を分かりやす
い形で申請者に提示い形で申請者に提示

•• データベースを他のデータベースを他の
復興支援関連業務の復興支援関連業務の
ために拡張できる形ために拡張できる形
に残すに残す

2006.01.25

GISシステム

全体のシステムは全体のシステムはArcGISArcGISがインストールされているがインストールされている1313台の台のPCPC及び及びGISGISデータサーデータサー
バー（バー（ArcSDEArcSDEととOracleOracle））２２台から台からななる。る。マシンはマシンはIBMIBMから寄贈して戴いた。から寄贈して戴いた。

2006.01.25

GISシステムの概要

①① 申請者及び申請対象物を確認するための住所検索と地図表示を申請者及び申請対象物を確認するための住所検索と地図表示を
行う。行う。

②② 罹災証明発行に伴い土地所有者名及び居住者名の情報が必要と罹災証明発行に伴い土地所有者名及び居住者名の情報が必要と
なるが、市が所有する土地家屋台帳（土地所有者情報）と住基なるが、市が所有する土地家屋台帳（土地所有者情報）と住基
データ（居住者もしくは世帯情報）はそれぞれ独立したシステデータ（居住者もしくは世帯情報）はそれぞれ独立したシステ
ムで管理されているムで管理されているためため同時にアクセスすることは困難である。同時にアクセスすることは困難である。
そこでそこで、、税務課の土地家屋台帳と市販の住宅地図を税務課の土地家屋台帳と市販の住宅地図をGISGISでリンクでリンク
させデータの統合を行い、土地所有者情報と居住者情報を同時させデータの統合を行い、土地所有者情報と居住者情報を同時
に検索、表示できる仕組みを構築した。に検索、表示できる仕組みを構築した。

③③ 申請対象家屋に関する被災度判定調査結果（全壊、半壊等）や申請対象家屋に関する被災度判定調査結果（全壊、半壊等）や
デジタル写真をデジタル写真をGISGISデータにリンクさせることにより、地図の表データにリンクさせることにより、地図の表
示と同時にそれらの情報を提示できる。示と同時にそれらの情報を提示できる。

④④ 罹災発行のフロー（申請・発行状況等の明記）をログ管理する。罹災発行のフロー（申請・発行状況等の明記）をログ管理する。

⑤⑤ 二次調査のスケジューリングを地区別に二次調査のスケジューリングを地区別にGISGIS上で管理しているの上で管理しているの
で、調査員の割り当てなどが効率よく行える。で、調査員の割り当てなどが効率よく行える。

2006.01.25

被災度判定調査の結果の表示

いち早く住所検索を行い、被災度判定
結果が表示できるよう、住所マスター
（インデックスされた住所データ）を
使用した住所検索用ダイアログを用意
した。

確認ボタンを押すと
被災度判定結果等が別
ダイアログで表示され
る。
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2006.01.25

被災度判定調査結果の表示

写真ボタンを押すと調査時に撮っ
た写真及び紙の調査票（細かいコ
メントなどが書かれている）が表示
されるので、申請者とともに評価
内容について話し合える。

2006.01.25

二次調査スケジューリング

申請者が判定結果に納
得しない場合は2次調

査を行うが、それのス
ケジューリングもGIS
で管理

2006.01.25

り災証明書発行

判定結果変更後、
また判定結果に申
請者が合意した場
合は罹災証明書を
発行する。

2006.01.25

課税台帳と住基データの連携

2006.01.25 2006.01.25

人材訓練

調査実施

DB構築

り災証明発行

り災者台帳

・・・・・生活再建のための諸策

OMS: Operation Management Support
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2006.01.25

Front Stage Back Stage
申請者 対応者

申請者の流れの
コントロール

申請書類の流れの
コントロール

申請者と対応者の
相互作用の
コントロール

空間設計
群衆制御

顧客対応
マニュアル

TOC理論
による

作業管理

2006.01.25

会場風景（サンプラザ）

2006.01.25

り災証明書発行会場内の空間設計

2006.01.25

会場風景（サンプラザ）

2006.01.25

整理券発行

申請用紙交付

申請用紙記入

①申請書提出

被害結果の検索・記入

② 証明書（仮）交付窓口

③窓口：
押印・連番

りさい証明交付

④不明検索窓口

⑤相談

２次調査日程交付

２Ｆ

会場内

再調査

会場外

調査結果
あり

調査結果あり

調査結果なし
or建物が見つからない

調査結果
なし

納得できる

納得できない

納得する

納得できない

2006.01.25

り災証明書発行会場内の空間設計：レイアウト
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2006.01.25

会場風景（サンプラザ）

データベースに
登録されていな
い家屋または調
査結果がある場
合はマニュアル
作業で調査結果
を検索

2006.01.25

会場風景（サンプラザ）

申請者と内
容を確認

他市からの応援
に来ている職員
も皆GIS！

2006.01.25 2006.01.25
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整理券配布

申請書配布

処理済午後の受付開始に整理
券を多量に配布し、シス
テムに急激に負荷がか
かり、ボトルネックが顕在
化する。

再検索がボトルネックである
ことが判明し、本人確認の窓
口を６→５、検索４→３、再建
策3→５に配置換えすることで
ボトルネックが解消される。そ
の後システムは安定する。

15時までの平均処理量は
30分で40件、16時以降は
30分で60件の処理能力を
持つ。

2006.01.25

TOCによる業務改善

• 当初のボトルネックは「再検索」

• 本人確認の窓口を６→５、検索４→３、再建策
3→５に配置換えすることでボトルネックが解消
される。その後システムは安定する。

• 最終的に30分で60件の処理能力を持つ

• ｢再検索」業務の終了後に、余剰能力を「相談」
にふりわける柔軟な対応をすべし

2006.01.25
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ボトルネックの移動
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2006.01.25

小千谷プロジェクトの3つの側面

• リ災証明用の建物被害調査方式を確立した

• 被災者台帳構築の方法論を確立した

• リ災証明発行業務の標準手続きを確立した

→業務遂行にとって必要で、業務負担を減らすこ
とができる情報を確実に処理できるシステムの
構築


